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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
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【年通号数】公開・登録公報2006-037
【出願番号】特願2005-63289(P2005-63289)
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【ＦＩ】
   Ｈ０４Ｂ   7/15    　　　Ｚ
   Ｈ０４Ｂ   7/24    　　　Ａ
   Ｈ０４Ｂ   7/26    １０１　
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【手続補正書】
【提出日】平成21年2月12日(2009.2.12)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　統制局と、複数の子局から構成され、
　該統制局と子局間は２回線以上の回線で接続された無線通信システムであって、
　前記統制局は、前記２回線以上の回線の何れか一つを用いて前記複数の子局に対して通
報を行う通報手段と、
　該通報の内容を記憶する記憶手段と、
　前記複数の子局の各々の異常検出を行う異常検出手段とを備え、
　通報を行った後に前記異常検出手段が異常を検出すると、前記複数の子局からの前記通
報の受信確認の受信状況に係わらず再度通報を行うことを特徴とする無線通信システム。
【請求項２】
　前記再度通報を行う場合、
　前回通報を行った回線以外の回線、または、前回通報を行った回線を含む複数の回線を
用いて再度の通報を行うことを特徴とする前記請求項１に記載の無線通信システム。
【請求項３】
　統制局と、複数の子局から構成され、
　該統制局と子局間は２回線以上の回線で接続された無線通信システムの無線通信方法で
あって、
　前記統制局が前記２回線以上の回線の何れか一つを用いて前記複数の子局に対して通報
を行う通報ステップと、
　該通報の内容を記憶する記憶ステップと、
　前記複数の子局の各々の異常検出を行う異常検出ステップと、
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　前記通報ステップの後に、前記異常検出ステップにより異常を検出すると、前記複数の
子局からの前記通報の受信確認の受信状況に係わらず再度通報を行う再通報ステップを備
えたことを特徴とする無線通信方法。
【請求項４】
　前記再通報ステップを行う場合、
　前記通報ステップを行った回線以外の回線、または、前記通報ステップを行った回線を
含む複数の回線を用いて再通報ステップを行うことを特徴とする前記請求項３に記載の無
線通信方法。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００９】
　上記問題点を解決するため請求項１に記載の発明は、統制局と、複数の子局から構成さ
れ、該統制局と子局間は２回線以上の回線で接続された無線通信システムであって、前記
統制局は、前記２回線以上の回線の何れか一つを用いて前記複数の子局に対して通報を行
う通報手段と、該通報の内容を記憶する記憶手段と、前記複数の子局の各々の異常検出を
行う異常検出手段とを備え、通報を行った後に前記異常検出手段が、異常を検出すると、
前記複数の子局からの前記通報の受信確認の受信状況に係わらず再度通報を行うことを特
徴とする。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１０
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１０】
　上記問題点を解決するため請求項２に記載の発明は、前記請求項１に記載の無線通信シ
ステムであって、前記再度通報を行う場合、前回通報を行った回線以外の回線、または、
前回通報を行った回線を含む複数の回線を用いて再度の通報を行うことを特徴とする。
【手続補正４】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１１
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１１】
　上記問題点を解決するため請求項３に記載の発明は、統制局と、複数の子局から構成さ
れ、該統制局と子局間は２回線以上の回線で接続された無線通信システムの無線通信方法
であって、前記統制局が前記２回線以上の回線の何れか一つを用いて前記複数の子局に対
して通報を行う通報ステップと、該通報の内容を記憶する記憶ステップと、前記複数の子
局の各々の異常検出を行う異常検出ステップと、前記通報ステップの後に、前記異常検出
ステップにより異常を検出すると、前記複数の子局からの前記通報の受信確認の受信状況
に係わらず再度通報を行う再通報ステップを備えたことを特徴とする。
【手続補正５】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】００１２
【補正方法】変更
【補正の内容】
【００１２】
　上記問題点を解決するため請求項４に記載の発明は、前記請求項３に記載の無線通信方
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法であって、　前記再通報ステップを行う場合、前記通報ステップを行った回線以外の回
線、または、前記通報ステップを行った回線を含む複数の回線を用いて再通報ステップを
行うことを特徴とする。
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